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オーストラリアレポート
豪州準備銀行は2021年に向けて景気回復を見込む
 RBAは森林火災と新型肺炎の影響を考慮し、2020年前半にかけての豪州の実質GDP成長率予想を下方修正。
 森林火災と新型肺炎の影響は一時的に留まり、2021年には3.0％近辺への景気回復を見込む。
 RBAは個人消費の回復に楽観的な見方。
 家計のバランスシート調整の一巡で消費意欲の回復を見込む。

（審査確認番号 2019 ‒ ＴＢ401）

2020年後半以降は3.00％近辺への景気回復を見込む

豪州準備銀行（RBA）は2月7日、「四半期金融政
策報告」の中で最新の経済見通しを公表しました。

足元の豪州の森林火災や、中国を中心に感染が拡
大する新型肺炎の影響などを考慮し、RBAは2020
年前半にかけての豪州の実質GDP（国内総生産）
成長率の見通しを下方修正しました（図表1）。

ただし、RBAは森林火災や新型肺炎の経済的影響
は一時的に留まるとみており、2020年後半以降は
森林火災への復興需要などが景気を押し上げ、豪州
景気は2021年には前年同期比+3.0％近辺の成長軌
道に回復するとの見通しを示しています。

RBAは2020年のGDP成長率予想（年平均）を前
年比+2.75％から同+2.25％へ引き下げた一方、
2021年予想は同+3.0％で据え置いています。
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個人消費の回復に楽観的な見方を示す

こうしたRBAの景気回復見通しの背景には、個人
消費の先行きに対する楽観的な見方があります。

RBAは、2019年の豪州の個人消費低迷は、賃金上
昇率の鈍化と住宅価格の下落（2018年～2019年
前半）から家計が消費を抑制していたためとみてい
ます。

2019年後半以降は豪州の住宅価格は上昇基調に転
じており、足元では雇用環境も改善しています。
RBAは家計のバランスシート調整は早晩一巡し、家
計の消費意欲は回復に向かうと見込んでいます。

今回のRBAの経済見通しにおいても、個人消費は
2021年にかけて緩やかな回復が見込まれているほ
か、2021年からは住宅投資もGDP押し上げに寄与
し始めると予想されています（図表2）。

（出所）RBA
（注）すべて2020年2月時点の予想。実質ベース。

（出所）豪州準備銀行（RBA）
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図表2：RBAによる豪州の家計部門の経済見通し

図表1：RBAによる豪州の実質GDP成長率見通し
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